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東京都議会議員 加藤まさゆき都議会公明党

春季号春季号

　加藤まさゆき都議は、平成28年第1回定例会の予算特別委員会において都議会公明党
を代表し、会派の主張が随所に反映された28年度予算案に対する賛成討論を行いました。
本会議や予算特別委員会を通じ、現場の声を踏まえて展開した主張と都の見解を紹介します。
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平成２8年東京都議会第1回定例会（2/17～3/25）報告

①福祉・保健分野・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

過去最高1兆1,668億円（5.4％増）を確保
②基金（貯金）残高・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

起債（借金）を減らし基金（貯金）1,636億円を
積み立て、合計1兆1,587億円を確保
③無駄を削減・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

事業評価の取り組みで300億円の財源確保
※都議会公明党の提案で導入された新公会計制度により、累計で1,900億円を確保

２８年度予算案総額13兆6,560億円

国交大臣と知事に水害対策で提言
　都議会公明党は、国交大臣と知事に大規模水害対
策で提言を行い、質疑においても対策を求めました。
特に、東部低地帯の浸水被害が甚大なため排水ポン
プの整備運用計画と、避難勧告発令の体制整備支援
を求めました。
　都は、関係機関と連携して排水対策について検討
するとともに、国や直轄河川沿いの自治体等で構成
する水害対策の協議会へ参加し、区市町村が避難勧
告等を円滑に発令できるよう支援します。

水害対策
在住外国人支援団体を新たに助成
　都内には、日本語教育や相談事業などの支援を行
うＮＰＯなどの団体が約２５０団体あり、外国人が安心
して生活するために重要な役割を果たしています。こ
のため、従来の在住外国人支援を拡充し、例えば高
校、大学で必要なレベルの日本語を教え、就学を促進
させるなど、外国人の活躍を推進する事業を行ってい
る団体に対し、新たに助成を行います。
　また、こうした団体と行政が連携し、団体の活動を
さらに効果的なものにするため、東京都国際交流委
員会の機能を再編強化し、区市町村と民間団体の
ネットワークを充実させます。

多文化共生社会

被災地応援ツアーに教育旅行を追加
１０００キロ縦断リレーなども充実へ
　都は、現在行っている被災地応援ツアーに加え、新た
に、都内の学校が福島に教育旅行を行う場合に経費の
一部を補助します。
　また、被災地と都をつなぐ千キロメートル縦断リレー
では、世界的な著名人や多くの外国人ランナーの参加
を得ることで発信力を強化し、一層注目を高めていくこ
とを企画します。
　さらに、スポーツの力で復興へ歩む映像を制作し、
リオ大会会場や国内の各種イベントでアピールします。
　特に、リオ大会の
期間中は被災地で
ライブサイトを行い、
大会後もフラッグツ
アーの実施や、事前
キャンプ誘致の共同
ＰＲなど連携した事
業を展開します。

被災地支援

障がい者雇用で都の常勤職員採用を
求める
　都議会公明党の要望で実現したチャレンジ雇用
を通じて、約８割もの障がい者の方々が企業等への
就職という目標を達成しています。
　そこで今後は、障がい者差別解消法や改正障が
い者雇用促進法の施行を踏まえ、知的・精神障がい
者にも障がいの特性に応じ
た都常勤職員の採用試験実
施などを検討すべきと主張
しました。
　これに対し都は、特性に応
じた適正な能力実証のあり
方や手法などを調査・検討
する考えを示し、大きな一歩
が踏み出されました。

障がい者支援

中小企業支援

知事自らが中小企業とともに海外を訪問し
販路拡大を支援！
　都はこれまでの海外展示会への出展支援に加え、新
たに製品や技術を売り込むためのビジネスセミナーの
実施や、現地の政府機関や企業との交流会を開催し、
知事が先頭に立ってPRを行い販路拡大を支援してい
きます。
　事業承継支援では、経営者が高齢の会社などを巡回
するスタッフを中小企業振興公社に配置し、企業に

直接出向いて、経営状
態や後継候補の確保、
育成の状況等を伺い、
それぞれの課題に対応
した専門家への橋渡し
や同公社等の支援策につなげます。
　さらに、都の支援を受けて事業承継に取り組む企業
が専門家や人材紹介会社等を活用する際の経費を助
成します。

　　　知事のトップセールスで
海外販路を開拓すべき！
　　　知事のトップセールスで
海外販路を開拓すべき！

予算特別委員会で
討論を行う加藤都

議

被災地応援イベントを視察し現地特産品を購入

NPOが運営する日本語教室を視察

常総市の被災地を視察する加藤都議ら

平成28年度予算案を可決！

産業交流展でデジタルサイネージ付自販機等を視察
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返済免除の再就職準備貸付制度など創設
　介護需要の増大に対し、潜在的介護職員の掘り起こ
しや、元気な高齢者に有償で介護の支え役になってい
ただくことも一策です。
　都は、潜在的介護職員の再就職
支援を強化するため、2年間継続し
て従事すると返済免除となる再就
職準備金の貸付制度を創設しま
す。
　また、新たに設置する福祉人材対
策推進機構において、元気高齢者が
食事の配膳や清掃などのサポート
業務を担うための研修を行ってい

職員用宿舎家賃の補助では既存宿舎も
対象に
　介護職員用の宿舎を借り上げる際の家賃補助事業が
注目されています。都議会公明党は、新規借上げの宿
舎だけでなく、すでに借上げている宿舎も対象とするな
ど、幅広く補助を適用すべきと主張。
　都は、福祉避難所の指定を受けた特別養護老人ホー
ムなどの施設周辺で、職員宿舎を借上げている場合に
も家賃補助を行う、都独自の制度をスタートさせること
になりました。
　また、事業者が施設を運営する場合、建物を自己所有
することが要件となっていましたが、今後は、賃貸で施
設を整備する場合も整備費を補助します。

看取り環境の整備を
　都内の在宅高齢者の約6割が引き続き自宅で暮らし
たいとの調査結果から、都は今後、看取りに関するリー
フレットの作成や講演会を開催します。また、介護職員
等を対象にした看取り研修を実施します。
　更に、看取りに対応できる居室の改修など看取り環
境整備の施設改修へ都独自の補助を開始します。

居場所づくりや放課後学習支援に
取り組む区市町村を支援
　貧困対策として、区や市町村が居場所づくりや食
事の提供に必要な施設を改修する経費を全額補助
するほか、子供や親への支援を行う職員配置経費な
どの運営費も支援します。

ひとり親家庭の支援で貸付金返済免除
制度の創設へ
　ひとり親が看護師、保育士、介護福祉士などの養成施
設へ入学するための準備金や、就職するための準備金
を貸し付け、資格を生かして５年間就業を継続すれば返
済を免除する事業を早期に実施し、制度の周知を図っ
ていきます。

非正規雇用対策を拡充
　正社員転換を促進する助成金の規模を１５００人から
６５００人に大幅拡充します。また、若手の採用、育成に
積極的で雇用管理が優良と国が認定した企業には倍額
（１５万→３０万）で支給し、より雇用環境が整備された
企業への就職を後押しいたします。

基礎学力定着に向けてベーシックドリル
を電子化
　今後は、小中学校を対象にベーシックドリルを電子化
し、校外においてもコンピューターやタブレットで取り組
めるようにするとともに、一人一人の取り組み状況を瞬
時に採点、把握できるようにします。

電力の小売り自由化がスタート
環境性能の情報提供を求める
　消費者が環境性能に着目して電気を選択できるよう
に情報を盛り込んだパンフレットを作成、配布します。
新たに提供されるサービス内容や電源構成等の動向を
調査、把握し、都民のニーズに応じた情報の発信、普及
啓発に努めます。

都バス停留所にドライミスト設置や
打ち水イベントを実施
　暑さ対策の率先的な取り組みとして、都バスの停留
所にドライ型ミストを設置し、効果を検証するモデル事
業を実施するとともに、機運醸成のための打ち水など、
都民参加型イベントを実施して、訴求効果の高い新た
な取り組みを展開します。

家庭向けの蓄電池導入費用を補助
　家庭向けに蓄電池の導入費用の一部を補助する「エ
ネルギー利用高度化促進事業」を実施し、環境対策を
一層進めます。

「夢・未来プロジェクト」を拡大
　昨年度は、オリンピアンやパラリンピアンを学校に派
遣する「夢・未来プロジェクト」を都内公立学校１１２校
で実施しました。２８年度は、派遣規模を２２０校に拡大
し、このうち障がい者理解のさらなる促進に向けて、障
がい者アスリートを昨年度の約３倍となる９０校に派遣
します。こうした取り組みを通じて、生徒の自己実現に
向けて努力する意欲や困難に立ち向かう勇気、思いや
りの心の育成をより一層図ります。

学びや就労への支援で夢を
実現できる社会へ
学びや就労への支援で夢を
実現できる社会へ

保育士養成学校卒業生の就職を支援
　保育士養成学校卒業予定者と保育現場で活躍する
保育士との交流会、保育事業者を集めた就職説明会を
開催するなどして保育士養成施設を支援します。
　また、事業者向け研修も２回から３回に規模を拡充し
て保育人材の確保・定着を図っていきます。

空き家を活用し保育所整備を支援
　保育所整備には空き家賃貸物件の活用が重要です。
　都は国の補助率引き上げに加え、改修工事期間等の開
設前の賃借料についても独自に補助を行います。

待機児童対策

環境対策

《平成28年度の保育士資格試験日程》
《1回目》　筆記試験：4/23、4/24
　　　　 実技試験：7/3　　　　
《2回目》　筆記試験：10/22、10/23
　　　　 実技試験：12/11

高齢化対策介護の担い手確保と施設整備の
拡大求める
介護の担い手確保と施設整備の
拡大求める

　　　 待機児童の解消に向け
保育人材の拡充を求める
　　　 待機児童の解消に向け
保育人材の拡充を求める

子育て・教育・就労支援

年1回から2回に
拡充されました!

介護施設で活躍する介護ロボットを視察

コミュニティースクールを視察
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